
事 務 事 業 名 低炭素まちづくり計画の策定

都市計画課

新規事業

事業の概要
(全体計画)

・計画策定組織の決定
・現状課題の整理
・計画エリアの設定
・目標・基本方針の決定
・計画案の策定
・低炭素まちづくり計画策定

平成25年度
・計画策定組織の決定
・現状課題の整理
・計画エリアの設定
・目標・基本方針の検討

平成26年度
・目標・基本方針の決定
・計画案の策定

平成27年度
・低炭素まちづくり計画策
定

3,500

3,520

7,020

（様式３） 平成２６年度　実施計画表

各年度の概要

  事業費A　（千円）

国 ･ 県 支 出 金

起 債

そ の 他 の 特 財

一 般 財 源

１．基礎情報 担当課名

会  計  区  分

平成28年度

一般会計

３．必要性・有効性・効率性

職員従事者数(人･年)B

〔当該事業を実施することによって何をめざすか〕

都市整備部

補  助  金  等 有 無国 県 その他( )

施策
体系

３

(1)
①

環境にやさしく、自然と都市機能が調和した、住みやすいまち

適切な土地利用の推進
土地利用

実 施 主 体

根 拠 法 令 等 名 称

県 国 その他市
 (                                          　　　)

有 無 都市の低炭素化の促進に関する法律

事 業 期 間 単年度(平成　　年度) (平成　　年度 ～ 継続)単年度繰返 (平成　　年度 ～ 平成　　年度)

事 業 区 分

複数年度 25 27

２．事業の概要

現状・課題

社会経済活動その他の活動に伴って発生する二酸化炭素を抑制するためにも、これからの社会は低炭素なまちづくりを
促進する必要があり、都市機能の集約化・公共交通機関の利用促進により、移動等に係るエネルギー使用の削減や建築
物の省エネ機能性の向上が求められる時代である。

事業の対象 生駒市全域 (対象数: 1計画 )

総事業費 7,020千円(平成　　年度 ～ 平成　　年度)25 27

0.5 0.7 0.3
3,250 4,550 1,950
3,250 11,570 1,950

人件費C=B×6500千円

概 算 コ ス ト  A + C

４．その他特記事項

目的・意図

エネルギー需給の変化や市民のエネルギー・地球温暖化に関する意識の高揚等を踏まえ、市街化区域等における民間
投資の促進を通じて、都市・交通の低炭素化、エネルギー利用の合理化など、その普及を図るとともに、住宅市場・
地域経済の活性化を図ることを目的とする。

（期待できる効果）

B

必要性

有効性

効率性

B

B

市民ﾆｰｽﾞ

事業効果

事業費

A. 明確で高いニーズがある　　　B. ニーズがある　　　C. ニーズはない
（アンケート調査など、具体的にどのくらいの量の市民ニーズがあるのか記入して下さい）

地球環境に配慮した新しい視点で、住民や事業者等と一体となってまちづくりに取り組む。

A. 大きな効果が期待できる　　B. ある程度の効果が期待できる　　C. さほど効果は大きくない

〔理由〕（効果(成果)の大きさを判断した根拠などを記入して下さい）

都市機能の集約化、低炭素建築物・住宅の整備が図られ、二酸化炭素排出の抑制につながる。

A. 標準よりも安価である・事業費は大きくない　B. 標準的である　C. 標準より高めである
〔理由〕（事業費、職員従事者数などを踏まえた上で、判断した根拠などを記入して下さい）

低炭素社会に向けた新たな計画策定であり、事業費等についても妥当であると考える。
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